
 
平成 21 年 6 月 26 日

宇都宮市緊急経済対策本部

 

本市の『経済危機対策』について 

 

 

１ 本市の 6 月補正予算における経済危機対策について 

               （単位：百万円） 

区 分 補正額 説 明 

① 公共事業 2,265

・ 土地区画整理事業の追加          1,541 

・ 道路冠水情報通報装置の整備        250 

・ 消防車両の購入・防火水槽の設置    193 

・ 水道配水管の整備                 281 

② 雇用支援対策事業 83

・ 緊急雇用事業の実施 

（平成 21 年度当初予算とあわせて，直接雇用及び

事業委託で 166 人の新規雇用を創出） 

③ 
低炭素型地域活力創

造事業 
335 ・ 環境配慮型自動車購入費助成など 

④ 
地上デジタル化対策

事業 
750

・ 地上デジタル放送対応テレビの購入（2,263 台）

学校               （2,248 台） 

生涯学習センターなど  （15 台） 

⑤ ＡＥＤ配備事業 23

・ ＡＥＤの配備（114 台） 

保育園（71 台） 

幼稚園（43 台） 

⑥ 自動発券機整備事業 8 ・ 自動発券機の整備（12 か所） 

⑦ 地域防災力向上事業 12
・ 救命胴衣の配備 

・ ＡＥＤトレーニングセットの配備など 

合  計 3,476
 

 
２ 今後の取り組みについて 

・ 緊急性や効果等の観点から国の補助メニューを精査し，積極的な事業の前倒しを実施 

・ 公共投資臨時交付金など，現時点で補助の詳細が示されていない事業について，その詳

細が示され次第，速やかに対応 
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※ 参考 本市の経済危機対策の概要 

 

１ 平成 20 年度の取り組み（平成 20 年 12 月～） 

区 分 説 明 

 

① 緊急経済対策本部の設置 

② 中小企業融資制度の拡充 

③ 信用保証料の補助制度の拡充 

 

④ 雇用助成制度の拡充 

 

 

 

・ 市長が本部長，副市長が副本部長 

・ 融資枠を約 125 億円から約 155 億円に拡充 

・ 補助対象者を小規模企業者から全ての中小企業者

に拡大 

・ 対象要件を融資額 300 万円以内から 1,000 万円以

内に拡大 

・ 雇い入れから 6 か月以上勤務から 3 か月以上勤務

に緩和 

など 

 

⑤ 公共事業の追加，前倒し 

 

・ 国の 1 次補正予算に対応した公共事業等の追加 

（12 月補正：約 3 億円） 

・ 公共事業等の前倒し（3 月補正：約 6 億円） 

                        など 

 

２ 平成 21 年度当初予算の取り組み  

区 分 説 明 

 

① 中小企業融資制度の拡充 

② 信用保証料助成の拡充 

③ 雇用助成制度の拡充 

 

 

 

④ 公共事業の確保 

 

 

 

・ 融資枠を 163 億円に拡充 

・ 融資額 1,000 万円以内の信用保証料を全額助成 

・ 常用雇用した事業主に対し常用雇用助成金を支給

（拡充） 

・ 正式採用前の雇用を行う事業主に対し試行雇用助

成金を支給（新規） 

・ 一般会計 256 億円余（対前年度 33 億円増） 

・ 企業会計 102 億円余（対前年度 18 億円増） 

など 

 

⑤ 公共事業の前倒し 

 

・ 過去最高水準の 87.0％（375 億円）を上半期に執

行する計画に基づき，公共事業を前倒し 
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